
令和８年度
建設工事の検査等に関する講習会

令和８年７月１０日（金）

焼津市役所 １階 １Ｂ会議室

総務部契約検査課
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焼 津 市



次 第

１ 開会

２ 講話 「建設業における労働災害防止対策等について」  （資料１）

３ 講話 「工事における電力供給設備事故防止等について」 （資料２）

４ 令和７年度 検査結果、検査考察及び査察について

５ 工事関連基準類の改正等について

６ その他（連絡事項）                                                                       （資料３）

７  閉会
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令和７年度
検査結果、検査考察及び査察について
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令和７年度 検査件数

R07 R06 R07－R06

〇建設工事 293件 356件 ▲63件
　　完成検査 172件 229件 ▲57件
　　既済部分検査 6件 6件 0件
　　出来形検査 0件 2件 ▲2件

　　中間検査 99件 111件 ▲12件

　　材料検査 16件 8件 8件
　　その他の検査 0件 0件 0件

R07 R06 R07－R06

〇業務委託 42件 34件 8件
　　完了検査 41件 33件 8件
　　既済部分検査 0件 0件 0件

　　出来形検査 1件 1件 0件

　　その他の検査 0件 0件 0件



（すべての検査）
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検査の実施時期について

（完成検査）

 

総検査件数

第１四半期（4～6月） ４６ 件 １３．７％ ３０ 件 ７．７％

第２四半期（7～9月） ４９ 件 １４．６％ ５７ 件 １４．６％

第３四半期（10～12月） ８８ 件 ２６．３％ １１４ 件 ２９．２％

第４四半期（1～3月） １５２ 件 ４５．４％ １８９ 件 ４８．５％

合計 ３３５ 件 １００％ ３９０ 件 １００％

Ｒ０６Ｒ０７

完成検査（工事+業務委託）

第1四半期（4～6月） 22 件 10.3% 17 件 6.5%

第2四半期（7～9月） 25 件 11.7% 29 件 11.1%

第3四半期（10～12月） 44 件 20.7% 70 件 26.7%

第4四半期（1～3月） 122 件 57.3% 146 件 55.7%

合計 213 件 100.0% 262 件 100.0%

R06R07
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建設工事・完成検査件数
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建設工事成績評定の年度別点数分布
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Ｒ７建設工事成績評定結果

件数 割合

３件 1.70%

７３件 42.40%

９６件 55.80%

０件 0%

０件 0%

１７２件 100%

　Ｄランク（やや劣るもの　　 67～60）

　Ｅランク（劣るもの　　　　 59以下）

　合計

　Ｂランク（優良なもの　　　 85～78）

　Ｃランク（普通なもの　　　 77～68）

　Ａランク（特に優れたもの　100～86）

R７工事成績



分類

土木工事：土木一式、とび・土工・コンクリート、鋼構造物、舗装、浚渫、造園
塗装（土木工事）、その他

建築工事：建築一式、防水、塗装（建築工事）

設備工事：電気、電気通信、管、機械器具設置、消防施設

水道工事：水道施設、さく井、施設解体
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工種分類における成績評定

件数
R07

平均点
最高点 最低点

１７２件  ７７.１点 ８７点 ６８点

１００件  ７７.０点 ８７点 ６８点

１１件  ７６.５点 ８２点 ７２点

４４件  ７７.０点 ８７点 ７０点

１７件  ７８.６点 ８６点 ６９点

建築工事

設備工事

水道工事

全工事

土木工事



１ 施工体制について
①現場代理人、主任技術者（監理技術者）は現場をよく把握し工事に適正に関

 与しているか。また、市担当者と協議等が十分に行われているか。

②施工計画書・施工体制台帳の記載内容は適正か。また、記載された内容に

基づいた施工がなされているか。

③工事看板や建設業法等の標識は適正に掲示されているか。

④施工上の課題となる条件に応じて適切に対応しているか。

➄建退共の主旨を理解し適正に配布されているか。

２ 施工状況について
①現場の事前測量や設計照査が実施されているか。

②工程管理、安全管理等を適切に実施されているか。

③仕様書、指針、要綱等に基づいた適正な施工管理がされて いるか。

④施工協議、関係資料等の整理を行っているか。

⑤工事記録写真（不可視部分を含む）等は適正に記録されているか。
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評価の視点



３ 出来形・品質について
①工事目的物が使用目的を満足する形状・寸法・品質で作られているか。

 また操作性は良好か。

②仕様書等に示された材料の品質が確保たれているか。

③品質証明書などの書類は不足なく整理されているか。

④必要な品質試験等は実施されているか。

４ 出来ばえについて
①工事目的物が施工面、通り、すり付け等において、きれいな仕上がりとなり

 機能的なものになっているか。

②細部にわたりきめ細かな施工がされているか。
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評価の視点



書類関係

①出来形及び再生資源利用計画実施書の誤記が多く見られたので再確認を。

 数量算出の際には換算率を適正に考慮。

②店社パトロールの実施記録の整備を適正に行う。

③社内規格を設定している場合（施行計画書に明記）、出来形管理のばらつき の判定 

     は規格値ではなく社内規格に対する判定となる。

  規格値内であっても社内規格を外れた場合は不合格となりますのでご注意ださい。

④週休２日工事の実績報告書と休日夜間作業届の不整合。（経費補正は１０月より廃

  止予定）

⑤施工体制台帳整備の際に作業員名簿が添付されていない。

⑥法定外労災保険や建設業許可の更新期限に伴う再提出忘れ。
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検査での指摘事例等



写真関係

①小黒板を入れず写真のみ。（写真管理基準に基づいた管理を）

②黒板に「設計値」「実測値」を明記。

③空袋・缶写真が不鮮明であり、使用数量計算書と材料検査簿が不整合。

④提出するＣＤ－Ｒには閲覧用ソフトを収納してください。

⑤電子納品による工事検査では、受注者にて閲覧用ＰＣを準備願います。
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検査での指摘事例等



施工関係

①埋戻しの転圧が十分行われている事が確認できない（施工状況なのか転圧完了

 なのか）

②施工計画書に記載のある調査、試験等について適正に実施されていない。

③舗装工における乳剤の散布は均一、端部にもしっかり散布した状況が確認できる

 ように。

④安全訓練において４時間以上実施した超過分を翌月分として報告。

  実施時間は月あたり４時間以上と規定されている。

⑤石綿・アスベストの事前調査結果を適正に掲示する。
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検査での指摘事例等



①建設業許可票（元請のみ）

②労災保険関係成立票（元請のみ）

③施工体系図

④建退共適用事業主の現場標識

⑤建築基準法による確認表示板

⑥緊急連絡表

⑦作業主任者一覧表

⑧有資格者一覧表

⑨再生資源利用計画書
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⑩道路占用・使用許可証の写し

⑪下請人へ通知書

⑫工事事故ハザードマップ

⑬石綿（アスベスト）を使用した建築物

  等解体工事及び対象工事における

  事前調査結果の写し

掲示物
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建設業許可票

専任or

非専任

掲示期間中に
更新した際に
は書き換える
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労災保険関係成立票

○保険関係成立年月日
【一括有期事業】建設工事で１億8千万円未満

 会社の保険成立届を労基署にへ提出した日、または更新日を記入

【単独有期事業】１億８千万円以上の工事
 対象工事の保険関係成立届を提出した日、または着工日を記入

○注文者の氏名 焼津市長 中野弘道（担当課ではありません）

○事業主代理人の指名
 代表者の代理を立てて労災保険の手続きをした場合に記入するが基本は空欄
（現場代理人ではありません）



① ＩＣＴ（MC）施行にて、建機にデータを送信するトータルステーション（TS）を設置し、

正確な測位データを送信し建機を自動制御することで、建機と接触などの労災事故防
止すると同時に、工期短縮や作業人数の削減を図った。

②玉掛警報器を使用し吊荷が移動している事を作業員が把握でき、更に玉掛技能者・

 合図者にベストを着用させ、作業の円滑化や安全性の向上を図った。

③ 快適トイレの設置

④ 新技術情報提供システム（NETIS）登録の登録機械・看板を使用した。

⑤ デジタルサイネージ（電子看板）の設置

⑥ 技能者の適正評価や事業者の業務負担軽減に役立てるため、建設キャリアアップ
システムを導入。

⑦ 接触事故を防ぐため、バックセンサー搭載の転圧機械を使用した。
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創意工夫の事例



請負金額５００万円以上の工事から抽出、契約着手日から１ヶ月程度経過した建設
工事について査察を実施、確認・指導を行った。低入札工事や公衆損害事故があった

業者及びD評価の業者は請負金額が５００万円未満であっても実施することとしてい
ます。

○施工体制
・現場代理人や主任技術者・監理技術者の関与の確認
  工事看板や掲示物（建設業許可票、施工体系図）等の掲示状況・内容の確認
・施工体制台帳の現場備え置きの確認（現場事務所のない場合は車載）
・施工（工程）管理・・・工程表と進捗状況報告書の確認（現場にて聞き取り）
・現場管理・・・資材の保管状況や作業車両の駐車状況

現場事務所内の備品の配置状況（救急箱・消火器・熱中症対策等）
・安全管理・・・工事箇所の周囲環境にあった安全対策の確認

（第三者の施工区域内への進入防止など）

R07 R06 R07-R06

査 察 84件 94件 -10件
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工事査察の結果
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査察での主な指摘事項

① 施工体制台帳、施工計画書、救急箱、消火器の未整備。

 現場事務所を設けない場合は車載とする。

②  熱中症対策が図られていない（現場事務所への受電設備等）

   元請業者への義務

③ 「下請け人に対する通知」が未掲示。

④ 工事看板等の掲示物が公衆の確認しづらい場所に設置されている。

⑤ 工程で１０％以上の遅れが生じているのに、変更工程表が提出されていない。

⑥ 赤色灯の未設置（段差箇所や侵入防止対策）

⑦ 現場内への第三者立ち入り防止策の不足等
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工事関連基準類の改正等について



工事関連基準類の改正等について

建設工事に関する規定の主な改正等（R07.07～R08.06）

① 情報共有システム運用開始（Ｒ08.01～）

② 焼津市電子納品運用ガイドライン改正（Ｒ08.01～）

③ 建設工事請負契約約款改正（Ｒ08.04～）

④ 公共建築工事標準仕様書 令和７版適用（Ｒ08.04～）
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建設工事関連基準類の改正等について
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① 情報共有システム運用開始（令和８年１月１日施行）

② 焼津市電子納品運用ガイドライン改正（令和８年１月１日改正）

• インターネットを利用して、受発注者間で工事に関する様々な情報を共
有し、成果品を作成・登録するためのシステム。（「ＡＳＰ」とも呼びます。）

• 利用にあたっては、以下の基準類を参照してください。
 焼津市における情報共有システム活用要領

焼津市における情報共有システム活用の手引き

焼津市電子納品運用ガイドライン

• 将来的には県と同様に完成図書の提出まで情報共有システムで完結さ
せることも検討しているため（時期未定）、できるだけ早くシステムに慣れ
ていただくことを推奨します。



建設工事関連基準類の改正等について
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③ 焼津市建設工事請負契約約款改正（令和８年４月１日施行）

• 契約後、法定福利費に加え、見積段階で内訳明示される経費について
記載した内訳書の提出必須

• 適正な労務費が下請事業者に行き渡るよう、受注者の義務と発注者の
受注者に対する支払い確認措置を行うコミットメント条項を追加

• 協議不調の場合、受注者への不利益取扱いの禁止規定の創設

• 受注者の施工する工事と他機関の発注工事が密接に関連する場合、
発注者による他機関との調整実施を規定

• 工期及び請負代金額の変更協議に伴い、発注者受注者間で協議が
整わなかったこと等を理由として、受注者に対して不利益な扱いをしては
ならない規定を追加



建設工事関連基準類の改正等について
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④公共建築工事標準仕様書 令和７版適用（令和８年４月１日適用）

• 令和８年４月１日以降に公告された営繕工事（建築・設備）については、
令和７年版の標準仕様書が適用されます。

• 令和８年３月31日までに公告された営繕工事は、引き続き令和４年版の
標準仕様書が適用されますので、混同しないようご注意ください。
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その他（連絡事項）



その他（建設業法等の改正に伴う連絡事項） 

 

１ 法改正の概要 

 建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（以下

「入契法」という。）の一部を改正する法律として、令和６年６月 14 日公

布、令和７年 12 月 12 日全面施行されたもの。 

 改正内容は次の３点からなる。 

（１）建設労働者の処遇改善 

（２）資材高騰に伴う労務費へのしわ寄せ防止 

（３）働き方改革と生産性向上 

 

２ 入札案件での工事費内訳書への労務費等の記入の必須化 

 入契法第 12 条改正によるもの。 
（入札金額の内訳の提出） 

第十二条 建設業者は、公共工事の入札に係る申込みの際に、入札金額の内訳（材料費、労務費及び

当該公共工事に従事する労働者による適正な施工を確保するために不可欠な経費として国土交通省令

で定めるものその他当該公共工事の施工のために必要な経費の内訳をいう。）を記載した書類を提出し

なければならない。 

〇令和８年３月１日以降の公告等案件から適用中 

〇工事費内訳書様式を改訂 

・別紙１ 参照 

〇記載が必須なもの 

・主要な材料費 

・積上げ積算方式、施工パッケージ型積算方式の工種での労務費 

・法定福利費、安全衛生経費、建設業退職金金共済契約の掛金 

〇記載を任意とするもの 

・雑材料費 

・市場単価方式、標準単価方式により積算した労務費 

〇算出不可能な場合は、労務費等記載欄にその旨を記載すること。 

〇数値未記載で何らの理由が記載されていない場合は、入札の無効と扱う場

合があります。 

 

３ 焼津市建設工事請負契約約款の改正 

令和８年４月１日改正 

主な改正点 

（１）請負代金内訳書に明示する項目の追加 
第３条 受注者は、この契約締結後 10 日以内に、設計図書に基づいて、請負代金内訳書（以下「内訳

書」という。）及び工程表を作成し、発注者に提出しなければならない。 

２ 内訳書には、材料費、労務費、法定福利費（建設工事に従事する者の健康保険料、介護保険料、厚

生年金保険料、子ども・子育て拠出金、雇用保険料及び労働者災害補償保険料の事業主負担額をい

う。）、安全衛生経費（建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律（平成 28 年法律第

111 号）第 10 条に規定する建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する経費をいう。）及び建設業

退職金共済契約（中小企業退職金共済法（昭和 34 年法律第 160 号）第２条第５項に規定する特定業種

退職金共済契約のうち、建設業に係るものをいう。）に係る掛金を明示するものとする。 

３ 略 

（資料３）



〇第３条第１項に規定する「請負代金内訳書」については、入札契約後に請

負者から提出されるものであることから、設計書書式へ金額記入したもの

を推奨。 

〇設計書記載項目に加え、上記明示項目を追記する必要があります。 

〇当市において、内訳書は工事の施工内容を確認するものという扱いになり

ます。 

〇元々、契約内容に不確定要素が少ない場合、事前に発注者の承認を受ける

ことは要しませんが、変更が生じる場合は、事前に協議を行うことが必要

です。 

 

（２）適正な労務費の確保等 
第３条の２ 発注者及び受注者は、内訳書に明示される労務費が、労務費に関する基準（建設業法（昭

和 24 年法律第 100 号）第 34 条第２項に基づき中央建設業審議会が勧告する基準をいう。以下同

じ。）を踏まえた適正な労務費であることを確認する。 

２ 発注者は、前項の内訳書に明示された労務費を含む請負代金額を受注者に支払わなければならな

い。 

３ 受注者は、次に掲げる事項を行わなければならない。 

(1) 適正な賃金をその雇用する技術者に支払うこと。 

(2) 労務費に関する基準を踏まえた適正な労務費を、直接下請契約を締結する者に支払うこと。 

４ 発注者は、受注者に対して、適正な労務費の確保等のため確認を行うときその他必要があると認

められるときは、理由を付して、相当の期間を定めて、次に掲げる書面の提出を求めることができ

る。 

(1) 前項第１号の支払に関する書面 

(2) 前項第２項の支払に関する書面 

５ 受注者は、前項の規定による請求があったときは、前項各号に掲げる書面を提出するものとする。 

 

〇受注者の技術者及び下請け契約者に対する適正な賃金・労務費の支払い

状況の確認にあたり、発注者が、施行体制確認の一環として、書面の提

出を求める場合があります。 

 

４ 労務費ダンピング調査（予定） 

（１）調査の概要 

〇入札金額内訳書に記載されている直接工事費が「一定水準」を下回る場

合には、「理由書」の提出を求めるもの。 

〇直接工事費が一定水準を下回る場合、その要因が、労務費の不当な削減

によるものである懸念があるため。 

〇「理由書」には、当該内訳書記載額で算出した理由を記載し、指定の期

限までに契約検査課へ提出することになります。 

〇合理的な回答が記載されている「理由書」の提出を踏まえ落札決定を実

施します。 

〇指定の期限までに「理由書」の提出がなかった場合は、入札無効の扱い

とし、次順位者を落札候補者とします。 

（２）「一定水準」の設定 

〇設計価格の直接工事費額に対し、一定の係数を乗じた場合の金額 

〇具体的な係数の値は検討中 



（３）合理的な回答が得られなかった場合の対応 

〇当面は、落札決定は行います。 

〇適正な労務費の支払いが懸念されるものであることから、建設業法第 40

条の４の規定に基づき、請負契約の状況について、国（建設Ｇメン）へ

調査を要請する対象になります。 

〇市においても、約款第３条の２に規定に基づき、労務費の支払い状況を

確認する場合があります。 

（４）低入札価格調査制度との関係 

〇落札候補者の応札価格が調査基準価格を下回る場合は、低入札価格調査

の一環として労務費ダンピング調査を実施します。 

（５）調査導入時期等 

〇令和８年度下半期を予定 

〇導入時には、調査要領や理由書様式を制定します。 

〇これまでの入札で一定水準を下回る応札事例はごくわずか 

〇調査対象となった場合、理由書提出を経た落札決定日は、従来の１日遅

れ程度を見込んでいます。 

 

５ 建設技能者を大切にする企業の自主宣言 

 建設労働者の処遇改善に関連し、建設業に従事する技能者の減少が続く

中、技能者を大切にし、処遇改善に積極的に取り組む事業者がその旨を宣言

することにより就業者に選ばれる企業となることを目的としています。 

（１）自主宣言への参加 

〇労務費確保、賃金支払い等のための取組 ②建設キャリアアップシステ

ム（ＣＣＵＳ）の活用 ③宣言企業との取引優先の必須項目について自

主宣言する。 

〇国土交通省のサイトから参加してください。別紙２参照 

https://jishusengen.mlit.go.jp 

（２）宣言による入札参加上の扱い 

〇参加宣言業者は、令和８年７月１日以降の経営事項審査において、その

他審査項目（社会性等）のＷ１での加点の対象となります。 

経営事項審査の主な改正事項 別紙３参照 

〇当市の実施する総合評価落札方式入札における評価基準でも加点評価に

加えています。 

評価基準（抜粋） 別紙４参照 

  



 

６ 法改正以外の周知事項 

（１）入札公告・指名通知書の掲出場所の変更 

 庁内情報システムの更新並びに静岡県共同利用電子入札システム利用者の

利便性を踏まえ、入札公告等の掲出場所を、県内他発注機関と同様、県電子

入札システムの入札情報サービスページへ変更します。 

①掲出場所の変更 

（従来）https://www3.city.yaizu.shizuoka.jp/ 

焼津市入札契約関連情報公開ページ 

            ↓ 

（変更後）https://www.ppi.cals-shiz.jp/ebidPPIPublish/EjPPIj 

静岡県共同利用電子入札システム （工事・委託）入札情報サー

ビス（PPI）のページ 

②変更年月日   令和８年７月 28 日（火）以降の公告から変更 

③変更後の情報入手方法 

〇新掲載ページ画面 別紙５参照 

〇掲載情報の入手にあたり、ＩＣカード認証を「要」とする設定は当面行

いません。 

（２）入札契約関連情報の掲出形態の変更（予定） 

〇前記庁内情報システムの更新に関連し、市ホームページ内での入札契約

関連情報の掲出形態の変更を予定しています。 

〇令和８年８月１日以降、順次、変更になります。 

（３）電子契約の推進 

〇令和７年 12 月末以降の入札案件から適用開始し、これまで 45 件の契約

締結実績を確認中 

〇利用業者に偏在が見られることから、未利用業者様においては、利用の

検討をお願いします。 



第５号様式（その１）

所 在 地

名    称

代 表 者

１  入札公告日

２  工事名

３  工事場所

４  工事費内訳

（内　訳） （金　額）

1 円 共通仮設費   計 円

2 円 純工事費     計 円

3 円

4 円 現場管理費 円

5 円 工事原価     計 円

6 円

7 円 一般管理費 円

8 円 工事価格     計 円

9 円

10 円 現場管理費のうち

11 円 法定福利費の事業主負担額 円

12 円 建退共制度の掛金 円

13 円

14 円 工事原価のうち

15 円 安全衛生経費 円

16 円

17 円

直接工事費   計 円

直接工事費のうち

材料費　一式 円

労務費　一式 円

※　内訳欄には、適宜該当する工種を記載してください。

※　入札書の金額と工事費内訳書の工事価格は同一の金額を記載してください。

     年   月   日

工  事  費  内  訳  書

別紙１



別紙２

https://jishusengen.mlit.go.jp/info.html
https://jishusengen.mlit.go.jp/info_d.html?n=2&b=i
https://jishusengen.mlit.go.jp/info_d.html?n=1&b=i
https://jishusengen.mlit.go.jp/
https://jishusengen.mlit.go.jp/
https://jishusengen.mlit.go.jp/
https://jishusengen.mlit.go.jp/
https://jishusengen.mlit.go.jp/mypage/login.html
https://jishusengen.mlit.go.jp/inquiry.html
https://jishusengen.mlit.go.jp/inquiry.html
https://jishusengen.mlit.go.jp/inquiry.html
https://jishusengen.mlit.go.jp/inquiry.html
https://jishusengen.mlit.go.jp/index.html
https://jishusengen.mlit.go.jp/applyf_sd.html
https://jishusengen.mlit.go.jp/search.html
https://jishusengen.mlit.go.jp/qa.html
https://jishusengen.mlit.go.jp/info.html




Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

１．経営事項審査の改正の視点

（１）経営事項審査の審査点への影響

２． 経営事項審査におけるその他社会性（W）改正の概観

（１）「『建設技能者を大切にする企業の自主宣言制度』の宣言の有無」の新設
※「建設工事に従事する者の就業履歴を蓄積するために必要な措置の実施状況」の配点見直し

（２）「建設機械の保有状況」の改正内容（W7）

（３）「社会保険加入に関する評価項目」の削除（改正前：W１-1～W１-3） 

経営事項審査の主な改正事項
（令和８年７月１日施行）

別紙３

03184
ハイライト表示

03184
ハイライト表示



能登半島地震の応急復旧工事での活用実績等を踏まえ、加点対象となる建設機械を追加することで

災害対応力強化を図ることが必要

加点対象機械の拡大
 （「不整地運搬車」、「アスファルト・フィニッシャ」を追加）

持続可能な建設業に向けた①担い手の育成・確保や、「地域の守り手」としての②災害対応力の強化の取組の努力を適正に評

価・後押しするとともに、③建設業許可要件の改正を踏まえた審査項目・基準の見直しを実施。

建設業の処遇改善の原資となる労務費の確保・行き渡り等のための取組や、

CCUSの就業履歴の蓄積に関する評価項目を設定することが必要

「建設技能者を大切にする企業の自主宣言制度」の宣言状況について加点項目として追加（５点）
（審査基準日が宣言日以降であり、宣言書と誓約書が提出されている場合に加点）

※あわせて「W1-10：建設工事に従事する者の就業履歴を蓄積するために必要な措置の実施状況」の加点配分を見直し

② 災害対応力の強化② 災害対応力の強化

１．経営事項審査の改正の視点

1

令和２年１０月に建設業許可・更新の要件に社会保険加入が追加され、

令和７年１０月以降に経営事項審査を受審する企業は社会保険加入に係る許可要件を当然満たすことに

社会保険加入に関する審査項目を削除（各項目-40点）
（W1-1：雇用保険、W1-2：健康保険、W1-3：厚生年金保険の加入有無に関する減点項目を削除）

③ 令和２年の建設業許可要件の改正を踏まえた見直し③ 令和２年の建設業許可要件の改正を踏まえた見直し

改正の視点改正の視点

① 担い手の育成・確保① 担い手の育成・確保

令和８年７月１日以降の申請で適用



１-(1)経営事項審査の審査点への影響

2

項目区分 審査項目 最高点／最低点 ウェイト

経営規模
Ｘ１ 完成工事高（許可業種別）

最高点：2,309点
最低点：397点

0.25

Ｘ２
①自己資本額
②利払前税引前償却前利益

最高点：2,280点
最低点：454点

0.15

経営状況 Ｙ

①負債抵抗力
②収益性・効率性
③財務健全性
④絶対的力量

最高点：1,595点
最低点：0点

0.20

技術力 Ｚ
①技術職員数（許可業種別）
②元請完成工事高（許可業種別）

最高点：2,441点
最低点：456点

0.25

その他審査項目
（社会性等）

Ｗ

①建設工事の担い手の育成及び確保に関する取組の状況
②建設業の営業継続の状況
③防災活動への貢献の状況
④法令遵守の状況
⑤建設業の経理の状況
⑥研究開発の状況
⑦建設機械の保有状況
⑧国又は国際標準化機構が定めた規格による認証

 又は登録の状況

最高点：2,073点
最低点：▲788点

0.15

総合評定値 Ｐ 0.25X1＋0.15X2＋0.20Y＋0.25Z＋0.15W
最高点：2,159点
最低点：163点

令和８年７月１日以降の申請で適用

• 本改正に伴い、その他審査項目（社会性等）の最低点ならびに総合評定値の最低点が変更となる。



２．経営事項審査におけるその他社会性（W）改正の概観

3

令和８年７月１日以降の申請で適用

①「『建設技能者を大切にする企業の自主宣言制度』の宣言の有無」に関する評価項目の新設。
※あわせて「建設工事に従事する者の就業履歴を蓄積するために必要な措置の実施状況」の配点の見直し。
②「建設機械の保有状況」の加点対象となる建設機械の対象拡大。
③「雇用保険の加入状況」「健康保険の加入状況」「厚生年金保険の加入状況」に関する評価項目の削除。

評価項目 最高/最低

Ｗ１：建設工事の担い手の育成及び確保に関する取組の状況 77/0

①建退共の加入状況 15/0

②退職一時金もしくは企業年金制度の導入 15/0

③法定外労災制度の加入状況 15/0

④若年の技術者及び技能労働者の育成及び確保の状況 2/0

⑤知識及び技術又は技能の向上に関する取組の状況 10/0

⑥ワーク・ライフ・バランスに関する取組の状況 5/0

⑦建設工事に従事する者の就業履歴を蓄積するために必要な措置の実施状況 10/0

⑧「建設技能者を大切にする企業の自主宣言制度」の宣言の有無 5/0

Ｗ２：建設業の営業継続の状況 60/-60

建設業の営業年数 60

民事再生法又は会社更生法の適用の有無 0/-60

Ｗ３：防災活動への貢献の状況 20/0

Ｗ４：法令遵守の状況 0/-30

Ｗ５：建設業の経理の状況 30/0

監査の受審状況 20/0

公認会計士等数 10/0

Ｗ６：研究開発の状況 25/0

Ｗ７：建設機械の保有状況（既存の９機種の他に加点対象を拡大） 15/0

Ｗ８：国又は国際標準化機構が定めた規格による認証又は登録の状況 10/0

合計（A） 237/-90

評価項目 最高/最低

Ｗ１：建設工事の担い手の育成及び確保に関する取組の状況 77/-120

①雇用保険の加入状況 0/-40

②健康保険の加入状況 0/-40

③厚生年金保険の加入状況 0/-40

④建退共の加入状況 15/0

⑤退職一時金もしくは企業年金制度の導入 15/0

⑥法定外労災制度の加入状況 15/0

⑦若年の技術者及び技能労働者の育成及び確保の状況 2/0

⑧知識及び技術又は技能の向上に関する取組の状況 10/0

⑨ワーク・ライフ・バランスに関する取組の状況 5/0

⑩建設工事に従事する者の就業履歴を蓄積するために必要な措置の実施状況 15/0

Ｗ２：建設業の営業継続の状況 60/-60

建設業の営業年数 60/0

民事再生法又は会社更生法の適用の有無 0/-60

Ｗ３：防災活動への貢献の状況 20/0

Ｗ４：法令遵守の状況 0/-30

Ｗ５：建設業の経理の状況 30/0

監査の受審状況 20/0

公認会計士等数 10/0

Ｗ６：研究開発の状況 25/0

Ｗ７：建設機械の保有状況 15/0

Ｗ８：国又は国際標準化機構が定めた規格による認証又は登録の状況 10/0

合計（A） 237/-210

配点見直し

新設

拡大

〈改正前〉 〈改正後〉

削除

03184
ハイライト表示



２－(１)『建設技能者を大切にする企業の自主宣言制度』の宣言の有無」（新設）
※「建設工事に従事する者の就業履歴を蓄積するために必要な措置の実施状況」の配点の見直し

4

• 第三次・担い手3法の全面施行を受け、労務費確保等のための取組とCCUSの活用について積極的に推

進することにより技能者を大切にする企業を評価する項目を設定するため、「建設技能者を大切にする企
業の自主宣言制度」の宣言状況を評価することとした。

• あわせて、「W1-10 建設工事に従事する者の就業履歴を蓄積するために必要な措置の実施状況」の加
点配分を見直しを行うこととした。

【加点措置の要件】
・審査基準日が宣言日以降であり、宣言書と誓約書が提出されていること

【誓約内容】
・自主宣言制度において宣言した取り組みについて、取組開始日以降行う又は行っている旨の誓約

宣言日 審査基準日取組開始日審査基準日

宣言した取り組みを
取組開始日以降に行っている
誓約をしている場合に加点

宣言した取り組みを
取組開始日以降に行う
誓約をしている場合に加点

審査項目 改正前 改正後

建設工事に従事する者の就業履歴を蓄積するために必要な措置の実施状況

民間工事を含む
全ての建設工事 15点 10点

全ての公共工事 10点 5点

「建設技能者を大切にする企業の自主宣言制度」の宣言の有無 ー
5点
（新設）

令和８年７月１日以降の申請で適用



２－(２)「建設機械の保有状況」の改正内容（W7）

5

ショベル系掘削機 ブルドーザー トラクターショベル

モーターグレーダー
移動式クレーン

(つり上げ荷重3t以上）
ダンプ

（土砂の運搬が可能な全てのダンプ）

締固め用機械 解体用機械

高所作業車

現行 自動車検査特定自主検査 製造時検査又は性能検査

不整地運搬車 アスファルト・フィニッシャ

・土砂の運搬等 ・道路舗装

〈参考〉：加点評価の方法：保有する建設機械の台数に応じて最大15点（14台以上保有する場合）の評価

追加

• 地域防災の観点から、災害時の復旧対応に使用され、また定期検査により保有・稼働確認ができる代表的
な建設機械の保有状況を加点評価している。

• 今般、現在の加点対象機械に加え、災害時における一定の活用実績が確認され、かつ、令和６年能登半島
地震において活用実績が確認された「不整地運搬車」、「アスファルト・フィニッシャ」を評価することとした。

令和８年７月１日以降の申請で適用



２－(３)「社会保険加入に関する評価項目」の削除（改正前：W１-1～W１-3）

6

• 令和元年度の建設業法等の一部改正により、令和２年１０月１日以降の建設業許可の要件に社会保険
（雇用保険・健康保険・厚生年金保険）の加入が追加された。

• 建設業許可の更新期間が５年であることから、令和７年１０月１日以降に建設業許可を保有する建設業
者は社会保険加入を満たしていることとなる。

• したがって、経営事項審査の段階において改めて社会保険加入有無を確認する必要性が乏しいことから、
建設業者の申請事務効率化の観点も踏まえ、審査対象項目から削除することとした。

項目 評点

雇用保険の未加入（Ｗ１-１） -40

健康保険の未加入（Ｗ１-２） -40

厚生年金保険の未加入（Ｗ１-３） -40

Ｗ1-1～Ｗ1-3

審査項目から削除

Ｗ１：建設工事の担い手の育成及び確保に関する取組の状況

令和８年７月１日以降の申請で適用
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（２） 評価項目の配点 

ア 企業の施工能力 

略   

イ 配置予定技術者の能力 

略 
   

ウ 企業の社会性・信頼性等    

評価項目 評価基準 配点 最大配点 

焼津市との災害協定に基づく活動実

績の有無及び有事の備え 

災害協定の締結あり 0.5 

1.5 
過去５年間の焼津市内における活動実績あり 0.5 

建設機械の所有又は保有あり 0.5 

災害協定の締結なし 0 

市内企業の施工割合 

市内企業の施工割合が 70％以上 1.5 

1.5 
市内企業の施工割合が 50％以上 70％未満 1.0 

市内企業の施工割合が 40％以上 50％未満 0.5 

市内企業の施工割合が 40％未満 0 

社員の新規雇用 

新卒者雇用の実績あり 1.0 

1.0 新規雇用の実績あり 0.5 

実績なし 0 

次世代育成支援企業 

静岡県次世代育成支援企業認証制度による認定あり 0.5 
0.5 

認定なし 0 

前年度のボランティア活動実績 

企業独自の活動の実績あり 1.0 

1.0 建設業協会等の会員としての活動の参加実績あり 0.5 

活動の実績なし 0 

障害者雇用の有無 
雇用あり 1.0 

1.0 
雇用なし 0 

消防団協力事業所の認定状況 

消防団協力事業所の認定を受けている、又は従業員

に消防団員がいる 
0.5 

0.5 

該当なし 0 

建設技能者を大切にする企業の自主

宣言の有無 

宣言かつ取組開始している 0.5 

0.5 

宣言なし又は取組開始なし 0 

 加算点 満点 22.5 

 加算点 換算後 20.0 

 



別紙５ 

静岡県共同利用電子入札システムの展開画面 

https://www.ppi.cals-shiz.jp/ebidPPIPublish/EjPPIj 

①画面左の入札予定/公告をクリック 

 
 

②案件検索条件を設定し、右側検索をクリック 

 検索結果が画面下段に表示される。 

 表示をクリック 

 
 

 

https://www.ppi.cals-shiz.jp/ebidPPIPublish/EjPPIj


別紙５ 

③表示案件の公告文書一覧が表示される。 

 各文書の確認はダウンロードをクリック 

 



工事に関係する作業員に対する事故防止の啓発とともに、安全管理を徹底し、

現場内の労働災害はもとより公衆災害の防止に努めるようお願い致します。

講習会に関する質問は契約検査課メールアドレスまでお願いします。

keiyaku_kensa@city.yaizu.lg.jp

ご参加いただき、ありがとうございました。

54

受注者の皆様へ
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